
1 
 

依知南小学校ほか１校学校施設整備民間活力導入可能性調査結果に基づく、 

学校施設整備の事業手法について 

 
１ 前提条件の設定 
  依知南小学校及び緑ケ丘小学校の学校施設整備に係る民間活力導入可能性調査における前提条件

の概要を次に示す。 
表１－１ 依知南小学校施設整備の前提条件概要 

項 目 概 要 

名称 依知南小学校 

地域地区 第二種中高層住居専用地域 

建ぺい率 60%+10%（角地緩和） 容積率 200% 

敷地面積 約 21,160 ㎡ 

建

て

替

え

施

設 

解体

施設 

対象建物 中央棟校舎、西棟校舎 

延床面積 
中央棟校舎：約 1,900 ㎡ 

西棟校舎 ：約 1,617 ㎡ 

構造規模 
中央棟校舎：鉄筋コンクリート 地上３階 

西棟校舎 ：鉄筋コンクリート 地上４階 

新設

施設 
延床面積 新校舎 ：約 3,530 ㎡ 

改修施設 
対象建物 東棟校舎 

改修内容 エレベータの設置、バリアフリー化、既存遡及の対応 等 

複合化・集約化予定施設 放課後児童クラブ、児童館 

維持管理

施設 
対象建物 新校舎、既存（東棟校舎、体育館、プール）※ 

※ 単独給食調理場、放課後児童クラブ、児童館の運営・維持管理は除く。 

 
表１－２ 緑ケ丘小学校施設整備の前提条件概要 

項 目 概 要 

名称 緑ケ丘小学校 

地域地区 第一種中高層住居専用地域 

市街化区域 建ぺい率 60%+10%（角地緩和） 容積率 200% 

敷地面積 約 20,551 ㎡ 

建

て

替

え

施

設 

解体

施設 

対象建物 東棟校舎、西棟校舎 

延床面積 
東棟校舎 ：約 2,832 ㎡ 

西棟校舎 ：約 2,117 ㎡ 

構造規模 
東棟校舎 ：鉄筋コンクリート 地上３階 

西棟校舎 ：鉄筋コンクリート 地上４階 

新設

施設 
延床面積 新校舎 ：延床面積 約 4,440 ㎡ 

改修施設 
対象建物 南棟校舎 

改修内容 エレベータの設置、バリアフリー化、既存遡及の対応 等 

複合化・集約化予定施設 放課後児童クラブ、児童館 

維持管理

施設 
対象建物 新校舎、既存（南棟校舎、体育館、プール）※ 

※ 単独給食調理場、放課後児童クラブ、児童館の運営・維持管理は除く。  
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２ 事業方式の検討及び事業範囲の設定 

 (1) 適用可能性のある事業方式 

依知南小学校及び緑ケ丘小学校の学校施設整備において、公設公営方式のほかに適用可能性のあ

る事業方式を次に示す。 

 
表２-１ 適用可能性のある事業方式 

事業方式の名称 本事業への適用可能性 

Ｐ
Ｆ
Ｉ 

ＢＴＯ方式 
（Build Transfer Operate） 

 公共が施設を所有し、民間が維持管理・運
営を行う方式であり、義務教育施設のＰＦ
Ｉによる他事例は全てＢＴＯ方式となって
いるため、適用可能性がある。 

公
共
資
金 

調
達
型 

ＤＢＯ方式 
（Design Build Operate） 

 公共が施設を所有し、民間が維持管理・運
営を行う方式として適用可能性がある。 

ＤＢ方式（Design Build） 
 設計・施工一括発注方式として、近年では
庁舎建設や学校校舎建て替え等に活用され
ており、適用可能性がある。 

 

※公立学校における学校教育は、学校教育法等に基づき、地方公共団体の教育委員会が実施しなければ 
らないことから、ＰＦＩ(ＢＴＯ方式)及びＤＢＯ方式による施設完成後の業務範囲は、運営を除く維 
持管理業務のみに限定される。 
 

・ＰＦＩ（ＢＴＯ方式）（Build Transfer Operate） 

ＢＴＯ方式とは、ＰＦＩの事業方式の一つで、設計、建設及び維持管理・運営を民間事業者に一括発注する方式 

※民間事業者が自らの資金で対象施設を建設し（Build）、完成後すぐに公共に所有権を移転するが（Transfer）、維

持管理・運営は民間事業者が行う（Operate）。 

・ＤＢＯ方式（Design Build Operate） 
ＤＢＯ方式とは、ＰＦＩに類似した事業方式の一つで、設計、建設及び維持管理・運営を民間事業者に一括発注す

る方式 

※資金調達は公共が行う。 

・ＤＢ方式（Design Build） 
ＤＢ方式とは、ＰＦＩに類似した事業方式の一つで、設計及び建設を民間事業者に一括発注する方式 

※資金調達及び維持管理・運営は公共が行う。 

 

(2) 事業範囲の設定 

 ＰＦＩ（ＢＴＯ方式）、ＤＢＯ方式又はＤＢ方式の事業範囲を次に示す。 

 

表２－２ ＰＦＩ（ＢＴＯ方式）及びＤＢＯ方式の事業範囲 

 
 
 
 
 

 

 

表２－３ ＤＢ方式の事業範囲 

業務名 概 要 

設計業務 基本設計、実施設計、許認可手続（建築許可等）、解体設計 

解体業務 既存施設解体 

施設整備業務 校舎改修、新校舎施工、什器備品等の調達設置、近隣対策、工事監理 

  

業務名 概 要 

設計業務 基本設計、実施設計、許認可手続（建築許可等）、解体設計 

解体業務 既存施設解体 

施設整備業務 校舎改修、新校舎施工、什器備品等の調達設置、近隣対策、工事監理 

維持管理業務 点検補修、植栽等外構保守管理、校舎清掃、害虫駆除、機械警備 

防犯防災、建物修繕等 
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３ 最適な事業方式（ＰＰＰ／ＰＦＩ等）での事業費の算定 

  最適な事業方式の検討に当たり、公設公営方式で行う場合と比較し、ＰＰＰ／ＰＦＩの導入が地

方公共団体の財政負担額の削減に資するか、ＶＦＭの算定により検証を行う。 
  ＶＦＭの算定に当たっての主要な設定条件を次に示す。 
 

表３－１ 削減率の設定 
事業方式 項 目 設定方法 

ＰＦＩ(ＢＴＯ方式) 

/ＤＢＯ方式 

施設整備費 公設公営方式に対してコスト削減率５%を乗じる。 

維持管理費 公設公営方式に対してコスト削減率 2.5%を乗じる。 

ＤＢ方式 
施設整備費 公設公営方式に対してコスト削減率５%を乗じる。 

維持管理費 公共が実施するため、削減率の設定はしない。 

※削減率は、市場調査の結果及び先行事例のＶＦＭを参考に設定している。 

 
表３－２ 建設単価の設定 

区分 金 額（税込み） 備 考 

新設 463.11 千円/㎡ 

・新築設計費、工事監理費及び設計意図伝達費は、市の発注実績

により設定 

・工事費は、全国着工統計の学校校舎で、鉄筋コンクリート造の

過去５年の平均（１平方メートル当たりの単価）に ZEB 化の

10％を割り増して設定 

改修 100,000 千円 ・近隣市町の発注実績により設定 

解体 82.73 千円/㎡ 

・解体設計費は、市の発注実績（１平方メートル当たりの単価）

により設定 

・解体工事費は、市の発注実績（１平方メートル当たりの単価）

により設定 

仮設校舎 90.00 千円/㎡ ・他の自治体の実績（１平方メートル当たりの単価）により設定 

 ※全国着工統計とは、国土交通省が実施している建築基準法第 15 条第 1 項の規定により届出が義務付けられている建

築物を対象とする統計調査 

※上記の単価には、物価上昇率３％を加算している。 

 

表３－３ 資金調達方法 

資金調達方法 公設公営方式 ＰＦＩ(ＢＴＯ方式)  ＤＢＯ方式 ＤＢ方式 

公共：起債活用 

【公共施設等適正管理推進事業債】 

起債充当率：90％ 金利：0.75％ 

償還期間：17年間（据置期間３年） 

償還方法：元金均等方式 

民間：金融機関借入  
借入金利 
1.250% 

 

民間：割賦金利  
割賦金利 
1.250% 

 

※起債の対象となる費用は、什器備品費及び仮設校舎費を除いた施設整備費  
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表３－４ 割引率 
設 定 摘 要 

0.75％ リスクフリーレートを用いる。：20年国債金利の 10 年平均値 

 
表３－５ ＳＰＣ設立・維持費等 

項 目 設定方法 

ＳＰＣ設立費 会社登記、登録免許税、人件費等を想定して設定 

ＳＰＣ維持費 会計監査等を想定して設定 

ＳＰＣ配当分 出資者への配当分等を想定して設定 

 

表３－６ トランザクションコスト（コンサルタント委託費） 
事業方式 設定方法 

ＰＦＩ(ＢＴＯ方式) 
発注支援・アドバイザリー業務及び建設モニタリング業務を

想定して設定 

ＤＢＯ方式/ＤＢ方式 発注支援・アドバイザリー業務を想定して設定 

 
表３－７ Ｅ－ＩＲＲ（出資金内部留保利益率） 

設 定 摘 要 

５％ 
民間事業者の投資採算性を計る指標 

ＳＰＣ設立・維持費等で調整し、Ｅ-ＩＲＲを５％確保する。 
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４ 効果（ＶＦＭ）の算定 

 (1) ＶＦＭ算定結果 

依知南小学校及び緑ケ丘小学校のＶＦＭ算定結果を次に示す。 

いずれについてもＤＢ方式のＶＦＭが最も高い結果となった。 

なお、ＰＦＩ（ＢＴＯ方式）のＶＦＭがＤＢ方式と比べ低くなった理由は、ＳＰＣ設立・維持費

等に関する費用が掛かるほか、起債に係る金利と比較し、民間金利が高いためである。 

また、ＤＢＯ方式のＶＦＭがＤＢ方式に比べ低くなった理由は、ＳＰＣ設立・維持費等に関する

費用が掛かるためである。 

 

表４－１ 依知南小学校のＶＦＭ算定結果 

 
 

表４－２ 緑ケ丘小学校のＶＦＭ算定結果 

 

（千円）

PFI(BTO方式） DBO方式 DB方式

初年度財政負担 831,066 353,249 810,915 810,915
21,036 51,705 23,935 21,036
～ ～ ～ ～

107,995 125,508 106,023 103,507
総事業費（単純合計） 3,026,474 3,024,540 2,976,167 2,917,746
総事業費（現在価値）＝ＬＣＣ 2,844,009 2,808,804 2,796,885 2,742,823

財政支出削減額 - 35,205 47,123 101,185

VFM - 1.24% 1.66% 3.56%

事業方式 公設公営方式
依知南小学校

【厚木市の財政負担】

事業期間中
各年度財政負担

（千円）

PFI(BTO方式） DBO方式 DB方式

初年度財政負担 1,032,202 435,149 1,006,088 1,006,088
39,049 76,626 41,494 39,049
～ ～ ～ ～

147,542 168,633 143,980 141,858
総事業費（単純合計） 4,062,717 4,042,964 3,973,692 3,924,419
総事業費（現在価値）＝ＬＣＣ 3,812,972 3,752,975 3,729,824 3,684,227

財政支出削減額 - 59,997 83,148 128,745

VFM - 1.57% 2.18% 3.38%

事業方式 公設公営方式
緑ケ丘小学校

【厚木市の財政負担】

事業期間中
各年度財政負担
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（千円）

DBO方式 DB方式
差額 差額 差額

施設整備関連費 2,282,419 2,173,333 -109,087 2,184,204 -98,216 2,184,204 -98,216
建設費等 1,964,719 1,855,633 -109,087 1,866,504 -98,216 1,866,504 -98,216
仮設工事費 317,700 317,700 0 317,700 0 317,700 0

維持管理費 392,259 387,502 -4,757 387,502 -4,757 392,259 0
維持管理費 190,059 185,302 -4,757 185,302 -4,757 190,059 0
水光熱費 202,200 202,200 0 202,200 0 202,200 0

その他 169,331 247,969 78,638 226,864 57,533 166,361 -2,970
利息 106,419 154,528 48,109 101,098 -5,321 101,098 -5,321
SPC配当分 0 22,107 22,107 24,718 24,718 0 0
SPC設立費 0 2,470 2,470 2,470 2,470 0 0
SPC維持費 0 33,314 33,314 33,314 33,314 0 0
トランザクションコスト 0 28,000 28,000 25,000 25,000 25,000 25,000
市職員人件費 62,912 7,549 -55,363 40,263 -22,649 40,263 -22,649

計 2,844,009 2,808,804 -35,205 2,798,570 -45,439 2,742,823 -101,185

公設公営
方式

依知南小学校
PFI(BTO方式)

（千円）

DBO方式 DB方式
差額 差額 差額

施設整備関連費 2,887,136 2,749,062 -138,074 2,762,779 -124,357 2,762,779 -124,357
建設費等 2,487,536 2,349,462 -138,074 2,363,179 -124,357 2,363,179 -124,357
仮設工事費 399,600 399,600 0 399,600 0 399,600 0

維持管理費 728,143 714,854 -13,289 714,854 -13,289 728,143 0
維持管理費 531,254 517,965 -13,289 517,965 -13,289 531,254 0
水光熱費 196,888 196,888 0 196,888 0 196,888 0

その他 197,694 289,059 91,365 252,192 54,498 193,305 -4,388
利息 134,782 195,619 60,837 128,042 -6,739 128,042 -6,739
SPC配当分 0 22,107 22,107 23,102 23,102 0 0
SPC設立費 0 2,470 2,470 2,470 2,470 0 0
SPC維持費 0 33,314 33,314 33,314 33,314 0 0
トランザクションコスト 0 28,000 28,000 25,000 25,000 25,000 25,000
市職員人件費 62,912 7,549 -55,363 40,263 -22,649 40,263 -22,649

計 3,812,972 3,752,975 -59,997 3,729,824 -83,148 3,684,227 -128,745

公設公営
方式

緑ケ丘小学校
PFI(BTO方式）

(2) ＶＦＭ算定内訳 

  依知南小学校及び緑ケ丘小学校のＶＦＭ算定内訳を次に示す。 
・ ＰＦＩ（ＢＴＯ方式）では、事業に係る市職員の人件費は削減できるものの、ＳＰＣを設立す

ることから、ＳＰＣ設立費、ＳＰＣ維持費及び出資者への利益配当分が必要となり費用が掛かる。

また、民間融資を入れるＰＦＩでは、分割払いを行うための割賦利息及び建設期間中の金利が民

間金利となり、起債に係る金利と比較し、金利が高くなることから、ＰＦＩ（ＢＴＯ方式）のＶ

ＦＭが最も低くなっている。 

・ ＤＢＯ方式は、資金調達において民間融資を入れないことから、民間金利と比較して起債に係

る金利が低いため、ＰＦＩ（ＢＴＯ方式）と比較するとＶＦＭは高くなるが、ＰＦＩ（ＢＴＯ方

式）同様にＳＰＣ設立・維持費等が掛かり、ＤＢ方式と比較して、ＶＦＭが低くなっている。 

・ ＤＢ方式は、ＳＰＣを設立しないことからＳＰＣ設立・維持費等が掛からないことや、民間金

利と比較し、起債に係る金利が低いことから、資金調達コストが安いため、ＶＦＭが最も高くな

っている。 

※ ＰＦＩ（ＢＴＯ方式）、ＤＢＯ方式及びＤＢ方式では、公設公営方式と比較し、民間創意工夫に

よるコスト削減が見込まれるため、施設整備関連費が削減できる。また、アドバイザリー業務（発

注者支援）の費用が掛かるものの、公設公営方式と比較し発注に係る市職員の人件費が削減でき

る。さらに、ＰＦＩ（ＢＴＯ方式）では建設モニタリング業務の費用が掛かるものの、設計・建

設段階における市職員の人件費が削減できることが考えられる。 

 

表４－３ 依知南小学校のＶＦＭ算定内訳（現在価値化後） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表４－４ 緑ケ丘小学校のＶＦＭ算定内訳（現在価値化後） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※建設費等は、新設校舎の建設費及び什器備品費や既存校舎の解体費及び改修費。また、それらにかかる印紙税及び消費
税の合計金額である。 

※利息について、公設公営方式、ＤＢＯ方式及びＤＢ方式は、起債金利の金額である。ＰＦＩ（ＢＴＯ方式）は、起債金
利及び割賦利息の合計金額である。 
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５ 市場調査結果 

依知南小学校及び緑ケ丘小学校の学校施設整備に当たり、民間事業者の参入意向や参入に当たって

の条件を整理するために実施した調査結果の概要を次に示す。 

 
表５－１ 市場調査結果概要 

市場調査項目 市場調査結果 

事業手法 ・「ＤＢ方式が適当である」の回答が約７割 

・「公設公営方式（従来方式）が適当である」の回答が約４割 

【表５－２】 

※「ＤＢ方式が適当である」の回答理由は、既存校舎等の維持管理業務

についてリスクを感じるなどの理由が挙げられた。 

事業期間 設計・建設期間 

(想定：３年６箇月) 

・「適当だと思う」の回答が約４割、「どちらともいえない」の回答が

約６割であった。【表５－３】 

※「どちらともいえない」の回答理由は、昨今の社会情勢による建設資

材等の調達・価格に影響があることや、工事中の学校生活への配慮に

伴う制約が生じることといった理由が挙げられた。 

維持管理期間 

(想定：20 年) 

・「適当ではない」及び「どちらともいえない」の回答がいずれも約５

割であった。【表５－４】 

※「適当ではない」の回答理由は、大規模修繕が必要となり維持管理費

の算定が難しくなることや、既存校舎の維持管理費の見積が難しい

といった理由が挙げられた。 

本事業の参入意向 ・「ぜひ希望する（参加を検討したい）」の回答が約３割、「どちらか

といえば（条件が合えば）希望する」の回答が約４割である。 

・回答企業のうち、約８割が本事業に関心を示している。【表５－５】 

※市場調査の設問は、12 問あり、事業手法、発注方法、事業期間、事業範囲、リスクなどについて、全 31 社に依頼

し、そのうち 18 社（建設企業 13 社、設計企業３社、設備点検企業２社）から回答を得た。 

 
表５－２ 事業手法に関する回答 

 
  ※事業手法に関する設問については、複数回答であり、割合は市場調査の回答企業数の割合である。 
  

選択肢 件数 割合

ＰＦＩが適当である 3 16.7%

ＤＢＯが適当である 5 27.8%

ＤＢが適当である 12 66.7%

公設公営方式（従来方式）が
適当である

7 38.9%

母数 18

3 (16.7%)

5 (27.8%)

12 (66.7%)

7 (38.9%)

0 5 10 15

ＰＦＩが適当である

ＤＢＯが適当である

ＤＢが適当である

公設公営方式（従来方式）が

適当である
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表５－３ 設計・建設期間に関する回答 

 
※未回答の企業が 1社あったため、件数の合計は 17 件となっている。 

 
表５－４ 維持管理期間に関する回答 

 
※未回答の企業が 1社あったため、件数の合計は 17 件となっている。 

 
表５－５ 参入意向に関する回答 

 
 

  

選択肢 件数 割合

適当だと思う 6 35.3%

適当ではない 0 0.0%

どちらともいえない 11 64.7%

合計 17

6 (35.3%)

0 (0.0%)

11 (64.7%)

0 5 10 15

適当だと思う

適当ではない

どちらともいえない

選択肢 件数 割合

適当だと思う 1 5.9%

適当ではない 8 47.1%

どちらともいえない 8 47.1%

合計 17

1 (5.9%)

8 (47.1%)

8 (47.1%)

0 5 10 15

適当だと思う

適当ではない

どちらともいえない

選択肢 件数 割合

ぜひ希望する
（参加を検討したい）

6 33.3%

どちらかといえば
（条件が合えば）希望する

8 44.4%

どちらともいえない 2 11.1%

関心がない
（参加の予定はない）

2 11.1%

合計 18

6 (33.3%)

8 (44.4%)

2 (11.1%)

2 (11.1%)

0 5 10 15

ぜひ希望する

（参加を検討したい）

どちらかといえば

（条件が合えば）希望する

どちらともいえない

関心がない

（参加の予定はない）
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６ 定性的評価の検討 

本事業において適用可能性のある事業方式に係る定性的評価として、「事業計画策定段階で検討す

べき事項」、「事業運営の安定性に関して検討すべき事項」、「公共の財政支出削減に関して検討するべ

き事項」及び「特殊事情」に着目し、比較した結果を表６－１に示す。 

 

表 ６-１ 定性的評価の結果 

検討項目 公設公営方式 
ＰＦＩ 

(ＢＴＯ方式) 
ＤＢＯ方式 ＤＢ方式 

事
業
計
画
策
定
段
階
で 

検
討
す
べ
き
事
項 

事業者 
選定期間 
の確保・ 

スケジュール 

○ 
(選定期間の 
短縮が可能) 

× 
(ＰＦＩ法に基づく 
ため一定期間 

を要する) 

× 
(ＰＦＩ法に準じる場

合は一定期間 
を要する) 

○ 
(ＰＦＩ法に 

準じた手続 
は不要) 

民間創意工夫
の活用度 

× 
(仕様発注に 

なるため) 

△ 
(工期短縮などに 
向けた工夫もある) 

△ 
(工期短縮などに 
向けた工夫もある) 

△ 
(工期短縮などに 
向けた工夫もある) 

事
業
運
営
の
安
定
性
に 

関
し
て
検
討
す
べ
き
事
項 

リスク 
分担 

× 
(すべて公共) 

○ 
(資金調達のリスク
は民間が負担) 

△ 
(資金調達のリスク
は公共が負担) 

△ 
(資金調達のリスク
は公共が負担) 

事業継続性の
確保 

○ 
(直営のため 
事業継続性 

が高い) 

○ 
(金融機関の 
監視機能あり) 

△ 
(金融機関の 

監視機能なし) 

○ 
(直営のため 
事業継続性 

が高い) 

維持管理 
業務 

× 
(直営のため 
必要人材の 
確保が必要) 

○ 
(民間主体の 

ため少数で可) 

○ 
(民間主体の 

ため少数で可) 

× 
(維持管理は直営
のため必要人材の

確保が必要) 

公
共
の
財
政
支
出
削
減
に 

関
し
て
検
討
す
べ
き
事
項 

調達金利 
○ 

(公共起債は 
低金利) 

△ 
(起債対象分は 

低金利) 

○ 
(公共起債は 

低金利) 

○ 
(公共起債は 

低金利) 

財政支出の平
準化 

× 
（不可） 

○ 
（可能） 

× 
（不可） 

× 
（不可） 

公租公課 
○ 

(なし) 
× 

(法人税等が発生) 
× 

(法人税等が発生) 
○ 

(なし) 

特
殊
事
情 

学校関係者の
意見の反映し

やすさ 

○ 
(基本設計段階で

学校関係者の意見
を反映できる) 

△ 
(性能発注方式は、
要求水準書作成時
に意見を集約でき
るが、その後は事
業者の提案を選択

することになる) 

△ 
(性能発注方式は、
要求水準書作成時
に意見を集約でき
るが、その後は事
業者の提案を選択

することになる) 

△ 
(基本設計を分割
発注する場合、基
本設計段階で学校
関係者の意見を反
映できるため、評価

は、◯となる。) 

民間事業者の
意向 

△ 
（回答割合が次点

で高い） 

× 
（回答割合が最も

低い） 

× 
（回答割合が最も

低い） 

○ 
（回答割合が最も

高い） 

評価 
（点数） 

11 11 8 13 

※○：２点、△：１点、×：０点 
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７ 最適な事業方式（ＰＰＰ／ＰＦＩ等）による評価・効果の取りまとめ 

(1) 評価資料の取りまとめ 

ア 総合評価 

定性的評価及び定量的評価を表７－１に取りまとめた結果、総合評価はＤＢ方式が最も高得点

となった。 

 

表７－１ 総合評価 
 

公設公営方式 
ＰＦＩ 

（ＢＴＯ方式） 
ＤＢＯ方式 ＤＢ方式 

定性的評価 11 11 8 13 

定
量
的
評
価 

ＶＦＭ - 

☓ 

依知南  1.24％ 

緑ケ丘  1.57％ 

△ 

依知南  1.66％ 

緑ケ丘  2.18％ 

○ 

依知南  3.56％ 

緑ケ丘  3.38％ 

評価 

（点数） 
- 0 1 2 

総合評価 11 11 9 15 

※〇：２点、△：１点、×：０点 

 

イ 各事業手法の評価・効果 

(ｱ) ＰＦＩ（ＢＴＯ方式） 

本事業の場合、総事業費に占める民間金利やトランザクションコスト、ＳＰＣ設立・維持費

等の割合が大きいため、ＶＦＭが小さい。さらに、学校施設における性能発注方式は、工期短

縮、コスト削減及び現場管理において民間創意工夫の余地はあるものの、事業者選定段階で要

求水準を固めなければならないため、学校関係者の意見を反映しづらい方法である。 

また、市場調査では、既存校舎等の維持管理業務についてリスクを感じるなどの意見もあり、

近年、学校施設整備への採用実績は少ない。ただし、支払を平準化できるため、財政負担上は

計画的な支出が可能になる。 

(ｲ) ＤＢＯ方式 

ＰＦＩ（ＢＴＯ方式）同様に、本事業の場合、工期短縮、コスト削減及び現場管理において

民間創意工夫の余地はあるものの、学校意見の反映のしやすさについて課題がある。 

また、建設費用の支払は公設公営方式と同様に、施設の引き渡し時に一括して支払う必要が

あるため、財政平準化効果はない。さらに、市場調査では、既存校舎等の維持管理業務につい

てリスクを感じるなどの意見もあり、民間事業者の参加意向も少ないことから、本事業には採

用が難しい。 

(ｳ) ＤＢ方式 

資金調達において民間金利と比較し、起債に係る金利が低く、公租公課が発生しないため、

ＶＦＭが最も高くなっている。さらに、公設公営方式と比較し、ＰＦＩ（ＢＴＯ方式）及びＤ

ＢＯ方式同様に、工期短縮、コスト削減及び現場管理において民間創意工夫の余地がある。 

また、資金調達や契約形態などが公設公営方式に類似していることから中規模以上の民間事

業者が参加しやすい方式であり、市場調査においても最も参加意向の希望が多い事業方式であ

ることからも、競争性の確保が見込まれる。 

なお、学校施設整備については、平成 11 年にＰＦＩ制度が開始された初期はＰＦＩ方式に

よる事業が多かったが、近年では、ＤＢ方式を採用する事例が多い。 

 

ウ 事業手法の設定 

依知南小学校及び緑ケ丘小学校の学校施設整備に当たっては、上記の観点から、ＤＢ方式が最

も適した事業方式だといえる。 
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(2) ＤＢ方式の事業スケジュール 

依知南小学校及び緑ケ丘小学校のＤＢ方式を導入した場合の事業スケジュールを次に示す。 
表７－２ 事業スケジュール 

 Ｒ４ 

年度 

Ｒ５ 

年度 

Ｒ６ 

年度 

Ｒ７ 

年度 

Ｒ８ 

年度 

Ｒ９ 

年度 

Ｒ10 

年度 

ＤＢ方式 
ＰＦＩ導入可

能性調査 

事業者選定 

契約締結 

基本設計 

解体設計 

実施設計 

解体工事 

建設工事 

供用 

開始 

別発注  
仮設校舎設計 

仮設校舎工事 
 

 

(3) ＤＢ方式による事業実施に当たっての留意事項 

ア 事業費 

新型コロナウイルス感染症やウクライナ情勢等の影響により建設資材等の価格が高騰傾向に

あることから、予定価格の設定に当たっては、民間事業者への見積依頼等により適正な価格を設

定する必要がある。 

また、建設資材の価格の高騰がいつごろまで続くか不透明であることから、民間事業者のリス

ク低減のため、事業契約書等にインフレスライド条項を盛り込む等、物価等の急激な変動の対応

について留意する必要がある。 

 

イ 設計・建設期間 

市場調査では、「３年６箇月は学校別の発注の場合」であることや「アスベストの有無等によっ

て期間が前後する」といった条件・懸念事項のほか、建設資材等の調達・価格に影響があること

を踏まえた設計・建設期間の設定を要望する民間事業者が多いことから、社会情勢を踏まえた適

切な設計・建設期間の設定について留意する必要がある。 

 

ウ 維持管理方法 

ＤＢ方式は維持管理業務を含まない事業方式であるため、ＤＢ方式を採用した場合、維持管理

業務については別途、民間委託、包括管理業務委託等の方法を検討する必要がある。 


